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会 社 名  株式会社 三和ドレス
本　　社 盛岡市東仙北2-6-52
電　　話 019-635-0090
代 表 者  大沢孫藏
創　　業 昭和23年10月
従 業 員  175名
業　　種 縫製業（アンサンブル、ドレ

ス、ジャケット）
U R L  http://www.ginga.or.jp/

̃sanwadress/
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❶盛岡工場。パーツごとに縫製そしてアイ
ロンプレスを交互に行い、18人で１着の
ブラックフォーマルが完成する流れ。
❷仕様書をもとにパーツのパターン製図。
CAD/CAMシステムによる忠実な再現。
❸縮絨作業。生地ロールに高温蒸気をあ
てて繊維の縒りを矯正する。大型機械を
導入している企業は県内では数えるほど。
❹カッティングされたパーツ。美しい。
❺サンプルをもとに型を修正。これを行わ
ないと不良品が発生する重要な工程。
❻熟練スタッフが一枚一枚を縫い上げる。
❼生産工程のほか社員の１日の作業量の
データも表示される生産管理システム。作
業意識の向上にも繋がっている。
❽立体スチームアイロンでプレス、厳しい
チェックのもと送り出されていく。
❾二戸工場ではおよそ100人が働いてい
る。

原点は６畳２間での服づくり
フォーマルウェアで技術を磨く

　時代の女性たちを魅了し、社会を映し出
す鏡でもあるファッション業界。めまぐるしく
変わる流行がある一方、普遍的な気品と
個性を際立たせるプレタクチュールは究極
の装いといわれ、高い感性と磨き抜かれた
技術の積み重ねによって作られてきた。二
戸市と盛岡市に縫製工場を展開する株式
会社三和ドレスは、このプレタクチュールの
中でもニーズの高いブラックフォーマルに特
化、最大手の東京ソワールをはじめ国内
トップブランドメーカーの主要受注企業とし
て、ゆるぎない地位を築いている。
　同社は昭和41年、現社長の大沢孫藏さ

んが東京の６畳２間のアパートで始めた家
内工業が原点だ。「当時は『アパレル』とい
う言葉すらない時代。それでも勤めていた
繊維問屋で培った商売の知識をもとに、ミ
シン３台で製品を作って販売し始めまし
た」。間もなく始まった高度成長の波にも乗
り事業は順調に拡大、スカートにブラウス
等々作ればなんでも売れたが、「技術力に
不安を感じていた」と大沢社長は振り返
る。転機は、同業者からの紹介で始めたブ
ラックフォーマルの受注製作。技能レベルも
わからずに難易度の高いパターンまで引き
受け、無我夢中で要望に応える中で技術
力は磨かれていった。そして遂にメーカー
からの要望を受け、本県二戸市へ新工場
を建設するまでの信頼を得たのである。

国内トップブランド
が信頼を寄せる服づくり
製造業の中でも海外移転の動きが顕著な繊維・アパレル業界。安価で量産型ファッショ
ンが市場にあふれる中、高い技術力で独自の地位を築いている企業が株式会社三和ド
レスである。国内トップブランドから名指しで受注が入るほどの実力は、「モノづくりは人づ
くり」という創業以来変わらぬ企業精神、そして社員教育の賜物であった。

岩手のアパレル業界全体の
活性化にも貢献したい

　岩手は多様な縫製・繊維関連企業が集
積したものづくり地域。当社では昭和53
年のミシン等設備貸与以来、産業振興セ
ンターと情報交換をし、アパレルマッチン
グフォーラムなどにも参加。地域産業の活
性化にも繋がればと願っています。モノづくりは人づくり

技能五輪での連続快挙を更新中

　二戸出身である大沢社長は東京でも岩
手県出身者を雇用し、岩手県人の勤勉さ
はよく知っていた。昭和53年の二戸工場開
設でも当然採用したが、地元の安心感ゆえ
か勤労意欲の低さに愕然とし社員教育の
重要性を痛感。「仕事はゼロから覚えさせ
る方がいい」と、新卒者の雇用に取り組んで
いく。昭和59年には、二戸高等職業訓練校
の洋裁科開設にともない社員22人が入校、
工場内に訓練校分室をおき技能教育を進
めた。平成13年からは技能五輪全国大会
へ連続して社員を送り、金・銀・銅のメダリスト
を立て続けに輩出。同21年にはカナダ・カル
ガリーの国際大会でも見事入賞を果たして
いる。企業内技能訓練システムの導入によ
る社員一人ひとりのモチベーション向上が、
この躍進に貢献しているのは間違いない。

　さらに同社ではコンピュータによる生産管
理システムを導入し、デザインから生産まで
一貫体制で対応。工程は繊維の縒りを直
す縮絨から始まり、製図そして約80個もの
パーツを切り抜くカッティングへ。ミシンのライ
ンは18人で１クルーとし、ジャケットなら日産
約80着を完成させてしまう。その最後は厳
しい検品だ。「みんなの手の積み重ねで１
着ができる。当社は、社員全員が専門職な
んです」。大沢社長は胸を張る。
　現在、およそ９割が海外生産で占められ
るファッション業界において、プレタクチュー
ルの国内生産シェアは10％以下。それでも
大手百貨店バイヤーの中には「三和ドレス
の製品じゃないと置かない」という声が根強
く、受注が追いつかない状態という。それで
も大沢社長は「服作りは一生が勉強だか
ら」と、技術力と品質の向上に余念がない。
その誠実な姿勢に、ものづくり王国・日本の
プライドを見た。

よ
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　皆様におかれましてはご健勝のこととおよろこび申し上げます。
　さて、当センターは4月から「公益財団法人」として、新たなスタートを切ることとなりました。
　法人格は変わりますが、「本県の新たな産業の創出及び企業の振興」という、当センターの使
命はまったく変わることはありません。また、内部統制の強化により、サービスの向上に真摯に取り
組んでいく所存です。
　震災から2年超が経過し、復興のスピードアップも叫ばれております。皆様の活躍が、何よりの「岩手の復興」につながります。
　当センターとしても、その一助となりますよう、努力していきます。今後ともご愛顧くださいますよう、お願い申し上げます。

ごあいさつ 総務・金融グループ ☎019-631-3820（代表電話／総務・企画チーム）

平成25年度センター事業のあらまし

組織体制、
グループリーダー紹介

公益財団法人いわて産業振興センター　　　
理事長　熊 田  淳

　当センターは4月1日をもちまして、「公益財
団法人」となりました。国の公益法人改革によ
るものであり、数年前から準備を進めてまいり
ましたが、その間に東日本大震災が発生、また
旧・岩手県産業貿易振興協会との合併なども
あり、この時期となりました。
　公益財団法人移行により、役員組織を変更いたしました。今年度
組織体制とあわせて、ご紹介させていただきます。

公益財団法人への移行と組織体制
常務理事兼事務局長
黒 澤  芳 明

理事（常勤）
二階堂　篤

総務・金融
グループリーダー
中村　健

産業支援
グループリーダー
渡辺　俊広

ものづくり振興
グループリーダー
平井　孝典

　今年度、新たに「復興支援担当理事」を任命し、
その配下にグループ横断組織「復興支援チーム」を
置いて、復興支援をさらに強力に推進します。
　また、「次世代モビリティプロジェクト」と「新素材・
加工産業集積プロジェクト」の2つのプロジェクト推
進組織を置き、本県のものづくり産業の一層の振
興を図ります。

　センターの総務部門、金融支援事業等を担当するほか、被災中小企業施設・設備整備支援事業（高度化貸付）に係る
貸付事業及び東日本大震災復興特別貸付先・中小企業再生支援先に対する利子補給事業等により金融・設備導入の
支援を行います。
　また、県が中国・大連にて運営する「大連経済事務所」を主管します。

　センター業務全般について主管し、庶務・出納事務、関係機関との企画調整などを行います。また、中期経営計画に基づき経営
改善に取り組むほか、公益法人改革に基づく運営を行います。

　中小企業者のうち従業員20人以下（知事特認により従業員50
人まで拡大）の小規模企業者が必要とする設備（一定の条件を満
たした場合の中古設備も含む）を、当センターが企業に代わって
購入し、長期、低利で割賦又はリースの形態により貸与します。

貸 付 期 間
貸 付 予 算
利 率
対 象 物 件

貸 付 金 額

保 証 人

据置期間5年以内の月賦払、原則として20年以内
貸付額9,652,383千円
無利息
資産計上される建物、構築物又は設備
原則としてグループ補助認定事業費の１/４
（但し、必要額の１％又は10万円のいずれか低い額の自己資金が必要）

法人の場合は代表者１名、個人事業主の場合は無

貸 与 期 間
貸 与 予 算

利率（固定）

リース料（月額）
貸 与 金 額
保 証 金
保 証 人

据置期間1年以内の半年賦又は月賦払、7年以内
貸与額360,000千円
割賦金利　年1.65％
（東日本大震災で被災し罹災証明書の発行を受けている場合は1.55%）

５年=1.822%　７年=1.346%
1企業100万円～8,000万円
貸与額の10％
1人以上、法人は２人以上

　当事業は設備貸与事業を補完する制度（県単独事業＝岩手県
地域産業活性化企業設備貸与事業）として位置づけられたもので
あり、中小企業者(企業組合、協業組合を含む)が必要な設備（一
定の条件を満たした場合の中古設備も含む）を、当センターが企
業に代わって購入し、長期、低利で割賦の形態により貸与します。

貸 与 期 間

貸 与 予 算

利率（固定）

貸 与 金 額
保証金・保証人

据置期間1年以内の半年賦又は月賦払、最長10年
（東日本大震災で被災し罹災証明書の発行を受けている場合は据置期間2年）

貸与額1,500,000千円
割賦金利　年1.65％
（東日本大震災で被災し罹災証明書の発行を受けている場合は1.55%）

1企業100万円～1億円（組合等は8,000万円）
1の設備貸与事業に同じ

※設備貸与制度等については8ページもご覧下さい。

設備の貸与　予算額：360,000千円

機械類の貸与　予算額：1,500,000千円

　今後一層の市場性が見込まれる中国との経済交流や観光
誘致に取り組むため、県内企業・団体・行政機関の行う活動
の現地での支援拠点として、県が設置しているものです。当
センターは運営事務を担当します。

◆大連経済事務所の主な事業
　（1）県内企業の対中ビジネスの支援
　（2）中国経済・産業情報の収集と発信
　（3）対中経済交流プロジェクトの支援
　（4）中国との各種交流の支援

評 議 員 会

理 事・監 事

評議員会会長  藤井　克己
（旧・理事長　岩手大学学長）

 理 事 長  熊田　　淳 （旧・専務理事）
 常務理事兼事務局長 黒澤　芳明 （旧・事務局長）
 理事（常勤） 二階堂　篤 （旧・総務・金融グループリーダー） 
  廣田　　淳 岩手県商工会議所連合会　専務理事

 理　　　事
 永井　英治 岩手県商工会連合会　専務理事

  平澤　石郎 岩手県中小企業団体中央会　専務理事
  笹木　　正 岩手県信用保証協会　常務理事

 監　　　事
 石塚　恭路 （株）北日本銀行　常務取締役（岩手県銀行協会）

  宮　　　健 一般社団法人岩手県中小企業診断士協会　代表理事会長

 会　　長 藤井　克己 岩手大学　学長
  中村　慶久 岩手県立大学　学長
  谷村　久興 岩手県機械金属工業協同組合連合会　会長
 評 議 員 邨野　善義 岩手県情報サービス産業協会　会長
  阿部　　健 岩手県工業技術センター　理事長
  鈴木　宏延 元岩手県産業貿易振興協会　副会長

1

2

　中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業における復興
事業計画の認定を受け、又は法に基づき整備される仮設事業施
設に入居することにより復旧・復興を図る中小企業者等に対し、
当該事業に係る施設・設備資金を無利子で融資し、県内産業の
復旧及び復興を促進します。

被災中小企業施設・設備整備支援事業（高度化貸付）4

●中小企業災害復旧資金利子補給
　東日本大震災復興特別貸付を受け事業所等が全壊又は流失
した中小企業者等に対して３年間利子を補給します。
●中小企業再生支援利子補給
　中小企業者等が岩手県産業復興相談センターを活用し、事業
の再建を行う場合、再建手続きに要した期間に係る旧債務の利
子補給を行います。

利子補給5

設備資金の貸付　予算額：350,000千円

☎019-631-3820（代表）

☎019-631-3821

貸 付 期 間
貸 付 予 算
利 率

貸 付 金 額

保 証 人
担 保

半年据置、7年以内
貸付額350,000千円
無利息
1企業50万円～4,000万円（新事業活動促進法の経営革新計画
が承認されている場合等の限度額は6,000万円）

1の設備貸与事業に同じ
譲渡担保

　小規模企業者、又は一定の条件を満たす従業員50人以下の企業
者が設備を導入する場合、所要資金の1/2以内（経営革新計画書が
承認されている場合等は2/3以内）を、長期、無利子でお貸しします。

3

総務企画チーム

金融チーム

大連経済事務所
（お問い合わせは産業支援グループにお願いします）

理　事　長

常務理事兼事務局長

産業支援グループ ものづくり振興グループ総務・金融グループ 

総務企画
チーム

取引支援
チーム

研究開発
チーム

総合支援
チーム

新事業創出
チーム

金融
チーム

大連経済
事務所

新素材・
加工産業集積
プロジェクト

理事（常勤）
〔復興支援担当〕

復興支援チーム

次世代
モビリティ
プロジェクト

組
織
・
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員
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産業支援グループ ☎019-631-3823～4

　窓口相談機能を担い、各種相談の対応に応じます。
　経営改善を目指す県内中小企業に対しての支援として、専門家派遣や、「いわてものづくりアカデミー」を運営します。
　いわて希望ファンド事業、農商工連携ファンド事業の募集・運営を行い、新規事業に取り組む企業の活動を支援します。
　さらに、ひきつづき県北地域の産業振興にも取り組みます。
　また、関係機関と連携して、特許等の知的財産にかかる支援を行うほか、広報誌の発行やホームページの運営など、
広報も担当します。

　職員及びコーディネーターによる総合相談窓口を設置し、中小
企業等の経営改善、販売促進、商品開発、事業化、創業等、広範な
相談に対応し、問題解決を支援します。相談案件によっては、外部
支援スタッフも活用してきめ細かく対応します。震災に関する相
談も受け付けます。

総合相談窓口の開設　1
　海外での知財の利用を視野に入れた、外国での特許出願や意
匠・商標出願を、経費一部補助によって支援します。

外国出願の支援5

　企業見学会・交流会等を通し、次世代経営者の交流促進と、異
業種交流を支援します。

異業種交流の支援7

　県と連携して支援機関同士の連絡調整を図りながら被災企業
者の復興を支援します。

被災企業の支援8

　経営革新、新規事業参入等に関する専門的、かつ高度な分野
における相談について、専門家を派遣し問題解決を支援します。

専門家の派遣2

　中小企業向け人材育成プログラム「いわてものづくりアカデ
ミー」を開催します。
　※「いわてものづくりアカデミー」については、本誌先月号や、当センター
ホームページで紹介しておりますので、ご覧ください。

人材の育成支援3

　県北地域の産業活性化を図るため、集積度の高い繊維産業を
中心に、経営改善への取り組みや取引拡大に向けた支援を行い
ます。

県北地域の産業振興4

　センターや国・県の施策情報、センターの事業を活用した企業
の事例紹介等を掲載した広報誌「産業情報いわて」を毎月発行
し情報を提供します。ホームページにはセンターの事業内容等を
随時更新しながら発信するほか、本誌「産業情報いわて」におい
ても掲載します。

各種広報活動6

　地域経済の活性化を図るため、県内中小企業等が行う地域
資源等を活用した個性的な取り組み、起業や経営革新による革
新的な取り組み、中心市街地活性化に向けた新たな取り組みへ
の、助成金による支援を行います。

いわて希望ファンド事業の推進1
◆物産販路拡大開拓事業
　東京・名古屋など大都市において、デパートなどを会場に岩
手県物産展を岩手県産（株）と連携して開催します。食品や工芸
品の販売・PRを通して、岩手県の産業を全国に向けてアピール
します。そのほか、県内開催の物産展や「工芸品見本市」を開催
するほか、商談会で、首都圏等のバイヤーに、岩手の食材を紹介
します。
◆県産品普及向上事業
　地場産品の普及拡大を図るため、主に新商品を対象とした「い
わて特産品コンクール」を開催します。また、地場産業活性化に
寄与する、市町村産業まつりや業界団体の展示会を対象に、経
費を一部助成します。

物産販路開拓〔いわての物産展等実行委員会事業〕4

　本県の地域経済の重要な担い手である農林水産業と中小企
業者との連携体（農商工等連携）が行う創業や新たな事業展開
等への、助成金による支援を行います。

いわて農商工連携ファンド事業の推進2

　「スーパーマーケットトレードショー」に出展し、本県食品産業を
アピールします。また、農商工連携ファンド利用企業のフォロー
アップやセミナー開催等を通じ、農林水産業を含めた県内企業
の振興を図ります。

新事業・新分野進出の促進3

　岩手県大連経済事務所を通じて、大連商談会の開催、上海ア
ンテナプラザの運営管理、食品及び観光プロモーション等の事
業を行い、県内企業・団体の対中国ビジネスを支援します。

海外販路開拓5

☎019-631-3824新事業創出チーム

☎019-631-3823総合支援チーム

ものづくり振興グループ ☎019-631-3822・5

　本県の主要産業である「ものづくり産業」への支援を、産学官の関係機関と連携しながら進めます。
　県内ものづくり中小企業等の受注の安定化を図るため、首都圏取引支援の強化・新規取引先の開拓、及び各種商談
会・展示会等を実施し取引あっせんを迅速に行います。工程改善のための支援も行います。
　また、本県戦略産業に位置づけられている「自動車」「半導体」「医療機器」「情報」の各関連産業の振興を図ります。
　さらに、研究開発の支援と事業化を促進するため、コーディネーターを配置して、産学官連携による共同研究プロ
ジェクトを構築し、外部資金の導入支援を行い早期の事業化を推進します。

◆東北及び関東地区等県外の発注企業に対し、新規発注動向
調査を年2回（10,000社）を実施し、回答企業のうち発注の可能
性のある企業を選定して200社を目標に訪問するなど、発注開
拓を実施します。
◆県内受注企業300社を目標に企業巡回を実施し、個々の企業
の特色・稼働状況を把握して発注案件に迅速に対応します。
◆県内で「いわて商談会」を1回、首都圏で加工別商談会と北東
北3県（青森県、秋田県、岩手県）合同で開催する商談会をそれぞ
れ1回開催します。
◆首都圏に営業所を置く県内受注企業間のネットワーク化を図
り、営業支援や情報交換・交流事業を行います。

受・発注取引の支援1
◆本県の半導体関連産業の取引拡大を図るため、コーディネー
ターを配置し、関連発注企業のニーズ把握と新規発注情報の収集
を迅速に行い、半導体関連産業の取引あっせんの強化を図ります。
◆半導体関連産業における国内最大規模の展示会、企業内覧会
に関係機関と連携のうえ出展し、新規取引先開拓を支援します。

半導体関連産業の取引あっせん4

◆県内製造業の技術紹介や医療機器等の試作品の販路開拓を
行うため、全国規模の医療機器展示会等に出展を行うなど、情
報発信を行います。
◆「医療機器事業化研究会」を継続開催するほか、医療機器メー
カー等と県内企業の取引の機会を提供するため、取引ニーズ調
査を行い、取引あっせんを行います。

医療関連機器産業の参入促進5

◆工程改善の定着化を推進するため、コーディネーターを3人配置
し、工程改善研修会や企業の要望を踏まえた個別指導を行います。
◆工程改善等に先駆的に取り組んでいる中京地区の自動車関
連企業のものづくり力を学び、交流を通じた取引創出を図る「自
動車関連産業交流ツアー」を実施します。

工程改善指導7

◆自社製品や独自技術等を有する県内中小企業の取引拡大を
目的に、企業グループを発注先にした展示商談会を首都圏で開
催します。
◆首都圏で開催される国内最大級の展示会として実績がある
機械要素技術展への共同出展や専門展示会への出展を支援し
ます。

展示会への出展支援2

◆自動車関連メーカー、自動車関連部品メーカー向け展示商談
会を企業関係者や東北各県・各支援機関と連携して開催します。
◆県内企業の自動車関連産業に有効な特殊
技術や設備等を調査しデータベース化し
ます。また、自動車関連メーカー等の
外注ニーズの把握や県外発注
開拓等を行って、新規取引
の促進に努めます。

自動車関連産業の創出推進3

◆県内IT関連企業の取引拡大を図るため、首都圏の業界団体と
県内IT関連企業とのマッチングを行う交流会を開催し、新規取
引先開拓の強化を図ります。
◆「組込み総合技術展」への出展補助を行うほか、「いわて組込
み技術研究会」を継続開催し、産学官の連携・交流を行い、技術
の高度化・新市場への参入を促進し、取引拡大を支援します。

ソフトウェア開発業務取引の支援6

　岩手県が選定した産学官連携による研究開発プロジェクトの
運営管理、プロジェクト構成員相互の調整、知的財産権を含む
財産管理等の事業管理を行うとともに、研究開発成果の事業化
を支援します。

いわて戦略的研究開発支援事業1
　次世代モビリィティの開発拠点を形成するため、産学官の連
携体制を構築し、岩手大学、岩手県立大学、一関工業高等専門
学校、岩手県工業技術センターとともに、研究開発・人材育成活
動と成果の普及、実用化・事業化の取り組みを推進します。

次世代モビリティ開発拠点形成事業3

　中小企業のものづくり基盤技術（鋳造、鍛造、切削加工、めっ
き等）の向上につながる研究開発の「戦略的基盤技術高度化支
援事業」への提案や採択事業について、管理法人として、研究開
発や事業化に向けた取り組みを支援します。

戦略的基盤技術高度化支援事業2
　「いわて発」高付加価値コバルト合金の創製や医療用・一般産
業用の機器開発の成果を踏まえ、コバルト合金をはじめとする新
素材の規格化や製品の事業化・販路開拓に向けた県内企業等
の取り組みを支援します。

新素材・加工産業集積促進事業4

☎019-631-3822取引支援チーム

☎019-631-3825研究開発チーム

事
業
紹
介
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̶

以下のいずれか1つの条件を満たせば、

※一部、対象とならない業種、設備があります。センターにお問い合わせください。

★貸与損料、リース料引き下げは、平成25年4月以降受付した分からの適用です

最長10年、措置期間2年
利息1.55%で貸付可能です。

（1）経営革新計画の承認企業
（2）異分野連携新事業分野開拓計画の承認企業
（3）ISO9000／ISO14000の認証取得企業
（4）加工高に対する県内企業への外注比率が10%以上の企業
（5）県内企業5社以上へ下請発注している企業
（6）県内企業への下請発注額が年間1,000万円以上の企業
（7）申請する設備を設置することで(4)～(6)に該当する企業でも可

最長10年、1億円まで
貸付可能です。（リースは除く）

東日本大震災で設備または事業所が被災し、
市町村等が発行する罹災証明書等の発行を受けている中小企業

総務・金融グループ http://www.joho-iwate.or.jp/setsubi
☎019-631-3821　FAX019-631-3830お問い合せ

法人：代表者含み2人以上　個人1人以上

設備（建物を除く） 汎用設備（車輌を除く）

県内に事業所･工場
を有する中小企業
（企業組合・協業組合含む）

従業員20人以下の
県内小規模企業者
（商業･サービス業は5人以下）

対象企業

原則5年または7年

貸与額の10％
（最終償還時に返済）

原則5年または7年

年1.65％ 5年＝1.822%
7年＝1.346%

100万円～8,000万円 100万円～8,000万円

貸付期間

貸付限度額
（消費税含む）

対象設備

保 証 金

連帯保証人

利 息
（貸与損料）
リー ス料

区　分 設備貸与（割賦販売） リース

設備導入

設備代金・支払い

売買契約

貸与料支払

制度のしくみ

設備貸与制度のご案内

5年～10年

メーカー
ディーラー

　「設備貸与制度」は、中小企業
の皆様が機械・設備を導入する
ときに、センターがそれを商社・
メーカーから直接購入して、低
利で割賦販売またはリースをす
る、公的制度です。

金融機関の借入枠とは別枠です

長　期

低　利

無担保
（＊昨年度より0.3％引き下げました）

中小企業

5年～10年

金融機関の借入枠とは別枠です
（＊昨年度より0.3％引き下げました）

貸与申込契約

いわて
産業振興センター

利率を引き下げました！

（公財）いわて産業振興センター広報誌 ■発　　行／公益財団法人 いわて産業振興センター
 〒020-0857  盛岡市北飯岡2丁目4-26（岩手県先端科学技術研究センター2F）
 TEL.019（631）3823
 E-mail  joho@joho-iwate.or.jp　URL  http://www.joho-iwate.or.jp/
■編集印刷／川嶋印刷株式会社2013年4月10日（毎月10日発行）
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